
建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

  建 設 業 者 の 皆 様 へ 

  （前回からの主な改正点について） 

                   （略） 

４ 解体工事業の技術者要件に係る経過措置の延長について（令和３年３月施行） 

 ・ なお、この経過措置によって許可を取得した場合は、令和３年６月３０日までに、解

体工事業の許可要件を満たす営業所技術者等が常勤で在籍している必要があります。 

   令和３年７月１日以降、下記の資格では解体工事業の技術者にはなれません。 

  技術検定：１級建設機械施工技士、２級建設機械施工技士、２級土木施工管理技士（薬

液注入） 

  技術士試験：農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）、水産「水産土木」・

総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森

林「森林土木」） 

  技能検定：型枠施工、ウエルポイント施工 

  民間資格：地すべり防止工事士 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 建 設 業 者 の 皆 様 へ 

  （前回からの主な改正点について） 

                   （略） 

４ 解体工事業の技術者要件に係る経過措置の延長について（令和３年３月施行） 

 ・ なお、この経過措置によって許可を取得した場合は、令和３年６月３０日までに、解

体工事業の許可要件を満たす専任技術者が常勤で在籍している必要があります。 

   令和３年７月１日以降、下記の資格では解体工事業の技術者にはなれません。 

  技術検定：１級建設機械施工技士、２級建設機械施工技士、２級土木施工管理技士（薬

液注入） 

  技術士試験：農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）、水産「水産土木」・

総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森

林「森林土木」） 

  技能検定：型枠施工、ウエルポイント施工 

  民間資格：地すべり防止工事士 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

                 目 次 

                 （略） 

参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  172  

 ア 福岡県内における書類の提出場所 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  173 

イ 国土交通大臣・都道府県知事コード表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  174 

ウ 市町村コード表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  175 

エ 有資格コード一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  176 

オ 営業所技術者等証明書における建設業の種類・有資格区分のコード番号表 ・・  182 

カ 建設業許可申請等の用紙販売所 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  183 

キ 許可申請書・確認資料一覧表［チェックリスト］ ・・・・・・・・・・・・・  184 

ク 変更届出書及び添付資料一覧表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  193 

ケ 建設業許可Ｑ＆Ａ ・・・・・・195 
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参考資料 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  172  

 ア 福岡県内における書類の提出場所 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  173 

イ 国土交通大臣・都道府県知事コード表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・  174 

ウ 市町村コード表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  175 

エ 有資格コード一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  176 

オ 専任技術者証明書における建設業の種類・有資格区分のコード番号表 ・・  182 

カ 建設業許可申請等の用紙販売所 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  183 

キ 許可申請書・確認資料一覧表［チェックリスト］ ・・・・・・・・・・・・・  184 

ク 変更届出書及び添付資料一覧表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  193 

ケ 建設業許可Ｑ＆Ａ ・・・・・・195 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

P１２ 下段 

(ｲ) 本店（主たる営業所）の場合、経営業務の管理責任者、営業所技術者等が常勤する事

務所であること。 

 (ﾛ) 本店以外の営業所（従たる営業所）の場合、建設業法施行令第３条に規定する使用人、 

営業所技術者等が常勤する事務所であること。 

 (ﾊ) 使用営業所の権原（自己所有の建物か、賃貸借契約等を結んでいること）を有しており、

建設工事の請負契約締結等の業務を行うことができる独立した事務所（他法人、他の個

人事業主や個人の生活部分からの独立性が保たれる必要がある）であること。 

・賃貸借契約の場合に使用目的が「居住用」となっている場合､営業所としての所有者

等の「使用承諾書」があること。※マンション等の区分所有権による場合、個別に営業

に係る管理組合同意書を求める場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P１２ 下段 

(ｲ) 本店（主たる営業所）の場合、経営業務の管理責任者、専任技術者が常勤する事務所で

あること。 

 (ﾛ) 本店以外の営業所（従たる営業所）の場合、建設業法施行令第３条に規定する使用人、

専任技術者が常勤する事務所であること。 

 (ﾊ) 使用営業所の権原（自己所有の建物か、賃貸借契約等を結んでいること）を有しており、

建設工事の請負契約締結等の業務を行うことができる独立した事務所（他法人、他の個

人事業主や個人の生活部分からの独立性が保たれる必要がある）であること。 

・賃貸借契約の場合に使用目的が「居住用」となっている場合､営業所としての所有者

等の「使用承諾書」があること。※マンション等の区分所有権による場合、個別に営業

に係る管理組合同意書を求める場合があります。 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

P１３ 上段 

 ７． 許可の基準（許可を受けるための要件） 

許可を受けるには、次の項目に掲げる要件を満たしていることが必要です。 

(1) 経営業務の管理責任者が常勤でいること。 

(2) 営業所技術者等を営業所ごとに常勤で置いていること。 

(3) 請負契約に関して誠実性を有していること。 

(4) 請負契約を履行するに足る財産的基盤又は金銭的信用を有していること。 

(5) 欠格要件等に該当しないこと。 

(6) 暴力団の構成員でないこと。  

(7) 社会保険へ加入すること。 

資格要件の大要は次の第３表のとおりです 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P１３ 上段 

 ７． 許可の基準（許可を受けるための要件） 

許可を受けるには、次の項目に掲げる要件を満たしていることが必要です。 

(1) 経営業務の管理責任者が常勤でいること。 

(2) 専任技術者を営業所ごとに常勤で置いていること。 

(3) 請負契約に関して誠実性を有していること。 

(4) 請負契約を履行するに足る財産的基盤又は金銭的信用を有していること。 

(5) 欠格要件等に該当しないこと。 

(6) 暴力団の構成員でないこと。  

(7) 社会保険へ加入すること。 

資格要件の大要は次の第３表のとおりです 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

P１９ 上段 

 （3） 実務経験要件の緩和 

  とび・土工、大工、屋根、しゅんせつ、ガラス、防水、内装仕上、熱絶縁、水道施設、解

体工事の各工事については、当該業種と指定業種での実務経験が、あわせて１２年以上（う

ち当該業種が８年超）あれば、当該業種の営業所技術者等となることができます。（第４表の

２を参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P１９ 上段 

 （3） 実務経験要件の緩和 

  とび・土工、大工、屋根、しゅんせつ、ガラス、防水、内装仕上、熱絶縁、水道施設、解

体工事の各工事については、当該業種と指定業種での実務経験が、あわせて１２年以上（う

ち当該業種が８年超）あれば、当該業種の専任技術者となることができます。（第４表の２を

参照） 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P３６ 上段 

 

建設業の種類 登録基幹技能者講習の種目  

とび・土工工事業  

登録橋梁基幹技能者、登録コンクリ－ト圧送基幹技能者、登録トンネ

ル基幹技能者、登録機械土工基幹技能者、登録ＰＣ基幹技能者、登録

とび・土工基幹技能者、登録切断穿孔基幹技能者、登録エクステリア

基幹技能者、登録グラウト基幹技能者、登録運動施設基幹技能者、登

録基礎工基幹技能者、登録標識・路面標示基幹技能者、登録土工基幹

技能者、登録圧入工基幹技能者、登録送電線工事基幹技能者、登録土

質改良基幹技能者、登録都市トンネル基幹技能者、登録潜函基幹技能

者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P３６ 上段 

 

建設業の種類 登録基幹技能者講習の種目  

とび・土工工事業  

登録橋梁基幹技能者、登録コンクリ－ト圧送基幹技能者、登録トンネ

ル基幹技能者、登録機械土工基幹技能者、登録ＰＣ基幹技能者、登録

とび・土工基幹技能者、登録切断穿孔基幹技能者、登録エクステリア

基幹技能者、登録グラウト基幹技能者、登録運動施設基幹技能者、登

録基礎工基幹技能者、登録標識・路面標示基幹技能者、登録土工基幹

技能者、登録圧入工基幹技能者、登録送電線工事基幹技能者 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

  P３８ 下段 

 (4) 営業所の営業所技術者等に係る基準を満たさなくなったことにより、特定建設業の許可を受けた

業種について一般建設業の許可に換える場合は、特定建設業許可に係る廃業届（様式第22号

の４）を提出後に一般建設業許可の申請を行ってください。 

     一方、営業所の営業所技術者等に係る基準は満たしているが、更新時の直前の決算において

財産的基礎を満たさなくなったため、特定建設業の許可を受けた業種について一般建設業許可

に換える場合は、特定建設業許可に係る廃業届を提出することなく、一般建設業許可を申請する

こととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   P３８ 下段 

(4) 営業所の専任技術者に係る基準を満たさなくなったことにより、特定建設業の許可を受けた業種

について一般建設業の許可に換える場合は、特定建設業許可に係る廃業届（様式第22号の４）

を提出後に一般建設業許可の申請を行ってください。 

     一方、営業所の専任技術者に係る基準は満たしているが、更新時の直前の決算において財産

的基礎を満たさなくなったため、特定建設業の許可を受けた業種について一般建設業許可に換

える場合は、特定建設業許可に係る廃業届を提出することなく、一般建設業許可を申請すること

となります。 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P４１ 中段 

  営業所技術者等一覧表（別紙四）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52 

  経営事項審査を受ける場合の工事経歴書の記載フロー・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・  54 

  工事経歴書（様式第２号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 55 

  直前３年の各事業年度における工事施工金額（様式第３号）・・・・・・・・・・・・・・・・ 59 

  使用人数（様式第４号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 61 

  誓約書（様式第６号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 62 

  常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書（様式第７号）・・・・・・・・・・・・・・・ 64 

  常勤役員の略歴書（別紙）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67 

  常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書 ・・・・・・・・・・・・・・・ 68   

  常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 73 

  健康保険等の加入状況（様式第７号の３）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74 

  営業所技術者等証明書（新規・変更）（様式第８号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 76 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P４１ 中段 

  専任技術者等一覧表（別紙四）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・52 

  経営事項審査を受ける場合の工事経歴書の記載フロー・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・  54 

  工事経歴書（様式第２号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 55 

  直前３年の各事業年度における工事施工金額（様式第３号）・・・・・・・・・・・・・・・・ 59 

  使用人数（様式第４号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 61 

  誓約書（様式第６号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 62 

  常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書（様式第７号）・・・・・・・・・・・・・・・ 64 

  常勤役員の略歴書（別紙）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 67 

  常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書 ・・・・・・・・・・・・・・・ 68   

  常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 73 

  健康保険等の加入状況（様式第７号の３）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74 

  専任技術者証明書（新規・変更）（様式第８号）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 7 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P４２ 下段 

  役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第 15 

条第２号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P４２ 下段 

役員等、営業所及び営業所に置く専任技術者については別紙による。 

 

7 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P５２ 

   

 P５２ 

 

別紙四 （用紙Ａ４）

令和 ３ 年 7 月 1 日

営業所の名称
ﾌ　　ﾘ　　ｶﾞ　　ﾅ

営業所技術者等の氏名
建設工事の種類 有資格区分

本　　店 福
フク

　岡
オカ

　太
タ

　郎
ロウ

土-７ １１

〃 福
フク

　岡
オカ

　一
イチ

　郎
ロウ

建-７ ２０

北九州支店 飯
イイ

　塚
ヅカ

　八
ハチ

　郎
ロウ

電-１ ０１

〃 福
フク

　岡
オカ

　花
ハナ

　子
コ

管-４ ０２

営　業　所　技　術　者　等　一　覧　表

業種追加の場合は

該当する技術者以

外は記載不要

別紙四 （用紙Ａ４）

令和 ３ 年 7 月 1 日

営業所の名称
ﾌ　　ﾘ　　ｶﾞ　　ﾅ
専任の技術者の氏名 建設工事の種類 有資格区分

本　　店 福
フク

　岡
オカ

　太
タ

　郎
ロウ

土-７ １１

〃 福
フク

　岡
オカ

　一
イチ

　郎
ロウ

建-７ ２０

北九州支店 飯
イイ

　塚
ヅカ

　八
ハチ

　郎
ロウ

電-１ ０１

〃 福
フク

　岡
オカ

　花
ハナ

　子
コ

管-４ ０２

専　任　技　術　者　一　覧　表

業種追加の場合は

該当する技術者以

外は記載不要



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P５３  

  記載要領 

１ 「建設工事の種類」の欄は、建設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二(1)「営業所

一覧表(新規許可等)」又は別紙二(2)「営業所一覧表（更新）」の「営業しようとする建

設業」の欄に記載した建設業のうち、記載する技術者が営業所技術者等となる建設業に

係る建設工事すべてについて、例えば「土－９」のように、次の分類に従い、該当する数

字と次の表の（ ）内に示された略号とを－（ハイフン）で結んで記載すること。 

 ・一般建設業の場合 

「１｣・・・・・・・法第７条第２号イ該当 

「４｣・・・・・・・法第７条第２号ロ該当 

「７｣・・・・・・・法第７条第２号ハ該当 

 ・特定建設業の場合 

「２｣・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第15条第２号ロ該当 

「３｣・・・・・・・法第15条第２号ハ該当（同号イと同等以上） 

「５｣・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第15条第２号ロ該当 

「６｣・・・・・・・法第15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上） 

「８｣・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第15条第２号ロ該当 

     「９｣・・・・・・・法第15条第２号イ該当 

土木一式工事（土） 

建築一式工事（建） 

大工工事（大） 

左官工事（左） 

とび・土工・コンクリート

工事（と） 

石工事（石） 

屋根工事（屋） 

電気工事（電） 

管工事（管） 

タイル・れんが・ブロツク

工事（タ） 

鋼構造物工事（鋼） 

鉄筋工事（筋） 

舗装工事（舗） 

しゆんせつ工事（しゆ） 

板金工事（板） 

ガラス工事（ガ） 

塗装工事（塗） 

防水工事（防） 

内装仕上工事（内） 

機械器具設置工事（機） 

熱絶縁工事（絶） 

電気通信工事（通） 

造園工事（園） 

さく井工事（井） 

建具工事（具） 

水道施設工事（水） 

消防施設工事（消） 

清掃施設工事（清） 

解体工事（解） 

 ２ 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が営業所技術者等として該当する法第７条第２

号及び法第15条第２号の区分（法第７条第２号ハに該当する者又は法第15条第２号イに

該当する者については、その有する資格等の区分）について別表（二）の分類に従い、該

当するコードを記載すること。 

 

 P５３  

  記載要領 

１ 「建設工事の種類」の欄は、建設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二(1)「営業所

一覧表(新規許可等)」又は別紙二(2)「営業所一覧表（更新）」の「営業しようとする建

設業」の欄に記載した建設業のうち、記載する技術者が専任の技術者となる建設業に係

る建設工事すべてについて、例えば「土－９」のように、次の分類に従い、該当する数字

と次の表の（ ）内に示された略号とを－（ハイフン）で結んで記載すること。 

 ・一般建設業の場合 

「１｣・・・・・・・法第７条第２号イ該当 

「４｣・・・・・・・法第７条第２号ロ該当 

「７｣・・・・・・・法第７条第２号ハ該当 

 ・特定建設業の場合 

「２｣・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第15条第２号ロ該当 

「３｣・・・・・・・法第15条第２号ハ該当（同号イと同等以上） 

「５｣・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第15条第２号ロ該当 

「６｣・・・・・・・法第15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上） 

「８｣・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第15条第２号ロ該当 

     「９｣・・・・・・・法第15条第２号イ該当 

土木一式工事（土） 

建築一式工事（建） 

大工工事（大） 

左官工事（左） 

とび・土工・コンクリート

工事（と） 

石工事（石） 

屋根工事（屋） 

電気工事（電） 

管工事（管） 

タイル・れんが・ブロツク

工事（タ） 

鋼構造物工事（鋼） 

鉄筋工事（筋） 

舗装工事（舗） 

しゆんせつ工事（しゆ） 

板金工事（板） 

ガラス工事（ガ） 

塗装工事（塗） 

防水工事（防） 

内装仕上工事（内） 

機械器具設置工事（機） 

熱絶縁工事（絶） 

電気通信工事（通） 

造園工事（園） 

さく井工事（井） 

建具工事（具） 

水道施設工事（水） 

消防施設工事（消） 

清掃施設工事（清） 

解体工事（解） 

 ２ 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第７条第２号

及び法第15条第２号の区分（法第７条第２号ハに該当する者又は法第15条第２号イに該

当する者については、その有する資格等の区分）について別表（二）の分類に従い、該当

するコードを記載すること。 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P７６ 

 

 P７６ 

 

  



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P７７ 

   

 

 P７７ 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

P７８ 

 

記載要領上段 
  （２） 許可を受けている建設業について現在証明されている者が営業所技術者等となっている建設業の種類又はそ

の者の有資格区分に変更があつた場合 

     この場合、「（１）」を〇で囲み、     の「届出者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「２」を記入

すること。 

 （３） 許可を受けている建設業について現在証明されている営業所技術者等に加えて、又はその者に代えて新たな者

を営業所技術者等として証明する場合 

     この場合、「（１）」を〇で囲み、     の「届出者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「３」を記入

すること。 

  （４）  許可を受けている建設業について現在証明されている営業所技術者等がこの証明書の提出を行う建設業者の

営業所技術者等でなくなつた場合(その者 

         がこれまで営業所技術者等となっていた建設業について、新たに営業所技術者等となる者があり、当該新たに営

業所技術者等となる者を上記(２)又は(３) 

        に該当する者として同時に届け出る場合に限る。） 

           この場合、「（２）」を〇で囲み、     の「届出者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「４」を記入

すること。 

      なお、許可を受けている一部の業種の廃業若しくは営業所の廃止に伴い既に証明された営業所技術者等を削

除する場合又は法第７条第２号若しくは 

     法第 15 条第２号に掲げる基準を満たさなくなった場合には、届出書（別記様式第 22 号の３）を用いて届け出る

こと。 

  （５） 許可を受けている建設業について現在証明されている営業所技術者等が置かれる営業所のみに変更あつた場合 

   この場合、「（１）」を〇で囲み、     の「申請者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「５」を記入するこ 

と。 

    

 

 

 

 

 

 

記載要領中段 
 ７ ６ ４「今後担当する建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄は「４」を記入した場合を除き、建設業許可申 

請書（別紙様式第一号）別紙二（１）「営業所一覧表（新規許可等）」の「営業しようとする建設業」の欄に記入し 

た建設業のうち、証明しようとする技術者が今後営業所技術者等となる建設業に係る建設工事すべてについて、次 

の分類に従い、該当する数字を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（P７８ 

 

記載要領上段 
  （２） 許可を受けている建設業について現在証明されている者が専任の技術者となっている建設業の種類又はその

者の有資格区分に変更があつた場合 

     この場合、「（１）」を〇で囲み、     の「届出者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「２」を記入

すること。 

 （３） 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者に加えて、又はその者に代えて新たな者を

専任の技術者として証明する場合 

     この場合、「（１）」を〇で囲み、     の「届出者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「３」を記入

すること。 

  （４）  許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者がこの証明書の提出を行う建設業者の専

任の技術者でなくなつた場合(その者 

         がこれまで専任の技術者となっていた建設業について、新たに専任の技術者となる者があり、当該新たに専任の

技術者となる者を上記(２)又は(３) 

        に該当する者として同時に届け出る場合に限る。） 

           この場合、「（２）」を〇で囲み、     の「届出者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「４」を記入

すること。 

      なお、許可を受けている一部の業種の廃業若しくは営業所の廃止に伴い既に証明された専任の技術者を削除す

る場合又は法第７条第２号若しくは 

     法第 15 条第２号に掲げる基準を満たさなくなった場合には、届出書（別記様式第 22 号の３）を用いて届け出る

こと。 

  （５） 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者が置かれる営業所のみに変更あつた場合 

   この場合、「（１）」を〇で囲み、     の「申請者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「５」を記入するこ 

と。 

    

 

 

 

 

 

 

記載要領中段 
 ７ ６ ４「今後担当する建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄は「４」を記入した場合を除き、建設業許可申 

請書（別紙様式第一号）別紙二（１）「営業所一覧表（新規許可等）」の「営業しようとする建設業」の欄に記入し 

た建設業のうち、証明しようとする技術者が今後専任の技術者となる建設業に係る建設工事すべてについて、次の 

分類に従い、該当する数字を次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

   

 

 

 

 

 

「申請者 

 届出者」 

「申請者 

 届出者」 

「申請者 

 届出者」 

「申請者 

 届出者」 

「申請者 

 届出者」 

「申請者 

 届出者」 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 
 

 

 

 

記載要領下段 
 また、「現在担当している建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に、「１」、「２」、「４」又は「５」を記入した場 

合（記載要領１(１)①に該当する場合を除く。）に、現在証明されている営業所技術者等についてこれまで営業所技術 

者等となっていた建設業に係る建設工事すべてを、同様の要領により記入すること。 

 
８ ６ ５「有資格区分」の欄は、証明しようとする技術者が営業所技術者等として該当する法第７条第２号及び法第 15 

条第２号の区分(第７条第２号ハに該当する者又は法第 15 条第２号イに該当する者については、その有する資格等

の区分)について別表（二）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

 ９ 「変更、追加又は削除の年月日」の欄は、６ １「区分」の欄に、「２」、「３」、「４」又は「５」を記入した場合に 

変更、追加又は削除をした年月日を記入すること。 

 10 「営業所の名称(旧所属)」の欄は、現在証明されている営業所技術者等である場合に限り、この証明書の提出前に 

所属していた営業所の名称を記載し、「営業所名称(新所属)」の欄は、この証明書の提出後に、営業所技術者等とし 

て所属する営業所の名称を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

記載要領下段 
 また、「現在担当している建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に、「１」、「２」、「４」又は「５」を記入した場 

合（記載要領１(１)①に該当する場合を除く。）に、現在証明されている専任の技術者についてこれまで専任の技術者 

となっていた建設業に係る建設工事すべてを、同様の要領により記入すること。 

 
８ ６ ５「有資格区分」の欄は、証明しようとする技術者が専任の技術者として該当する法第７条第２号及び法第 15 条 

第２号の区分(第７条第２号ハに該当する者又は法第 15 条第２号イに該当する者については、その有する資格等の 

区分)について別表（二）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

９ 「変更、追加又は削除の年月日」の欄は、６ １「区分」の欄に、「２」、「３」、「４」又は「５」を記入した場合に、 

変更、追加又は削除をした年月日を記入すること。 

 10 「営業所の名称(旧所属)」の欄は、現在証明されている専任の技術者である場合に限り、この証明書の提出前に所 

属していた営業所の名称を記載し、「営業所名称(新所属)」の欄は、この証明書の提出後に、専任の技術者として所

属する営業所の名称を記載すること。 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１２９ 

  

 

 P１２９ 

 

  

様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人　(8)　 建設業法第7条第2項　  に規定する営業所に置かれる専任の技術者

について変更があつたので届出をします。 建設業法第15条第2号

福岡市博多区東公園７番７号
㈱ 福 岡 建 設

殿 代表取締役　　福　岡　 　一　郎

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

(ファックス番号の変更があればここに記載）

連絡先

15

変　更　届　出　書

（第一面）
下記のとおり、

地方整備局長
北海道開発局長

福岡県 知事 届出者

許 可 番 号 ３ ５ 4 0

項 番

大臣
コード

知事
3

国土交通大臣
許可 （

般

記

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ６

令和 3 年　8 月　12 日

11 13 15

3 年第 0 0 0 1 2

5 10

商　　　　　号 ㈱ 福 岡 組 ㈱ 福 岡 建 設 H31.8.1

－ ）
福岡県知事 特

届 出 事 項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

0 8 月 0 1 日3 号 令和 0

役 員 の 氏 名 福 岡 太 郎 福 岡 一 郎 H31.8.1 代表取締役

資　本　金　額 120,000千円 150,000千円 H31.8.1

役 員 の 氏 名 ― 取締役 福 岡　二 郎 H31.8.1 就任

役 員 の 氏 名 取締役　福 岡 太 郎 ― H31.8.1 退任

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容
を記入すること。

3 5 10 15 20

オ カ ケ ン セ ツ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７ フ ク

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

） 福 岡 建 設商 号 又 は 名 称 ３ ８ （ 株

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

オ カ イ チ ロ
代 表 者 又 は 個 人
の氏名のフリガナ

３ ９ フ ク ウ

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０ 福 岡  

3 5

一 郎

20

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

４ ２

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

４ １ 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15

23 25 30 35 40

郵 便 番 号 ４ ３

3 5 6 10 20

3 5 10

電 話 番 号－

0 （千円）
又 は 出 資 総 額 , ,

1 5 0 0 0
資 本 金 額

４ ４

０９２－６５１－２２２２ファックス番号

総務課 福　岡　　次　郎 ０９２－６５１－１１１１所属等 氏名 電話番号

①

6 7 8 9 0 1 2 3法 人 番 号 ３ ５ 1 2 3 4 5

0 3

複数の許可を受けている場合は、最も古いものを

記入する。

登記事項証明書の事由（退任、辞任、解任、死亡

等）に合わせて記載する。

こちらのカラムには変更事項のみ記載すること。



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１３３中段 

 
１１ 届出の内容が、営業所の新設の場合には、「変更後」の欄に、当該営業所に置かれる法

第７条第２号又は第１５条第２号に規定する営業所技術者等の氏名を記載し、「備考」の
欄に当該営業所の名称を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１３３中段 

 
１１ 届出の内容が、営業所の新設の場合には、「変更後」の欄に、当該営業所に専任で置か

れる法第７条第２号又は第１５条第２号に規定する技術者の氏名を記載し、「備考」の欄
に当該営業所の名称を記載すること。 

7 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１３５ 

   

 

 P１３５ 

7 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１３６ 

  

 

 

 P１３６ 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

P１３７中段 

  

（３） 許可を受けている一部の業種の廃業、営業所の廃止等のため、営業所技術者等を

削除した場合 

この場合、「（３）」を○で囲むとともに、５ ３「氏名」及び「生年月日」、「営業 

所の名称」並びに「建設工事の種類」の欄に記入すること 

  

P１３７下段 

   ７ 「建設工事の種類」の欄は、届け出た技術者が営業所技術者等となっていた建設業

に係る建設工事について、次の表の（ ）内に示された略号で記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１３７中段 

  

（３） 許可を受けている一部の業種の廃業、営業所の廃止等のため、専任技術者を削除

した場合 

この場合、「（３）」を○で囲むとともに、５ ３「氏名」及び「生年月日」、「営業 

所の名称」並びに「建設工事の種類」の欄に記入すること 

  

P１３７下段 

   ７ 「建設工事の種類」の欄は、届け出た技術者が専任の技術者となっていた建設業に

係る建設工事について、次の表の（ ）内に示された略号で記載すること。 

 

本手引きの 174 頁

国土交通大臣・都道

府県知事コード表

を参照してくださ

い。 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１５７下段 

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１５７下段 

役員等、営業所及び営業所に置く専任技術者については別紙による。 
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建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１６１ 下段 

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P１６１ 下段 

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。 

 

7 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１６４ 下段 

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１６４ 下段 

役員等、営業所及び営業所に置く専任技術者については別紙による。 

 

7 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１６９ 下段 

役員等、営業所及び営業所技術者等については別紙による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１６９ 下段 

役員等、営業所及び営業所に置く専任技術者については別紙による。 
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建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１７２  

  参 考 資 料 

 

ア 福岡県内における書類の提出場所・・・・・・・・・・・・・・・・ 173,174 

●福岡市内において那珂県土整備事務所が管轄する地域 

イ 国土交通大臣 ・都道府県知事コード表・・・・・・・・・・・・・・・・ 174 

ウ 市区町村コード表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 175 

エ 有資格コード一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 176 

オ 営業所技術者等証明書における建設業の種類・有資格区分のコード番号表 ・182 

カ 建設業許可申請書等の用紙販売所・・・・・・・・・・・・・・・・・ 183 

キ 許可申請書・確認資料一覧表[チェックリスト]・・・・・・・・・・・ 184 

ク 変更届出書及び添付書類一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 193 

ケ 建設業許可Ｑ＆Ａ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 195 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P１７２  

  参 考 資 料 

 

ア 福岡県内における書類の提出場所・・・・・・・・・・・・・・・・ 173,174 

●福岡市内において那珂県土整備事務所が管轄する地域 

イ 国土交通大臣 ・都道府県知事コード表・・・・・・・・・・・・・・・・ 174 

ウ 市区町村コード表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 175 

エ 有資格コード一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 176 

オ 専任技術者証明書における建設業の種類・有資格区分のコード番号表 ・182 

カ 建設業許可申請書等の用紙販売所・・・・・・・・・・・・・・・・・ 183 

キ 許可申請書・確認資料一覧表[チェックリスト]・・・・・・・・・・・ 184 

ク 変更届出書及び添付書類一覧表・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 193 

ケ 建設業許可Ｑ＆Ａ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 195 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１８２上段 

  オ 営業所技術者等証明書における建設業の種類・有資格区分のコード番号表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P１８２上段 

オ 専任技術者証明書における建設業の種類・有資格区分のコード番号表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

                 新 旧 

 P１８５  

   

 

   

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

P１８６ 

   

 

 P１８６ 

   

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１８７ 

   

 

 P１８７ 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１８８ 

   

P１８８ 

  

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１８９ 

  

 

 P１８９ 
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建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１９０ 

   

 

Ｐ１９０ 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１９１ 

   

 

 P１９１ 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１９３ 

 

 P１９３ 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１９４上段 

   

 

P１９４下段 

 

 P１９４上段 

 

 

P１９４下段 

 

 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１９７下段 

  ３ 営業所技術者等がいること（建設業法７条第２号） 

 建設業を行う営業所ごとに、次のいずれかの要件を満たす技術者が常勤していること。 

  （１）許可を受けようとする業種に関して、別に定める国家資格を有する者 

  （２）高等学校（又は大学等）で、許可を受けようとする業種に関連する学科を卒業して、 

５年（又は３年）以上の実務経験を有する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１９７下段 

３ 専任の技術者がいること（建設業法７条第２号） 

 建設業を行う営業所ごとに、次のいずれかの要件を満たす技術者が常勤していること。 

  （１）許可を受けようとする業種に関して、別に定める国家資格を有する者 

  （２）高等学校（又は大学等）で、許可を受けようとする業種に関連する学科を卒業して、 

５年（又は３年）以上の実務経験を有する者 
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建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１９８中段 

  ＜２＞特定建設業許可の要件 

 特定建設業の許可を申請する場合、上記３及び５について、さらに次の要件が必要です。 

     営業所技術者等 ・指定７業種（土木・建築・電気・管・鋼構造物・舗装・造園の各工

事業） 

          →施工管理技士などの１級資格者又はこれに類する者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１９８中段 

 ＜２＞特定建設業許可の要件 

 特定建設業の許可を申請する場合、上記３及び５について、さらに次の要件が必要です。 

     専任技術者 ・指定７業種（土木・建築・電気・管・鋼構造物・舗装・造園の各工事業） 

          

 →施工管理技士などの１級資格者又はこれに類する者 7 



建設業許可申請等の手引き 新旧対照表 

新 旧 

 P１９９下段 

  Ａ．下記はあくまでも主なもので、場合により追加で必要書類の提出を求めることがあり

ます。 

 １ 営業所技術者等・経営業務管理責任者の非常勤証明書（他法人で兼務の場合） 

 ２ 主たる営業所と謄本上の本店と所在地が異なる場合の理由書等 

   なお、１年以上許可業種の工事実績が無い場合の理由書は、決算後の変更届に添付する

ことになってます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 P１９９下段 

 Ａ．下記はあくまでも主なもので、場合により追加で必要書類の提出を求めることがありま

す。 

 １ 専任技術者・経営業務管理責任者の非常勤証明書（他法人で兼務の場合） 

 ２ 主たる営業所と謄本上の本店と所在地が異なる場合の理由書等 

   なお、１年以上許可業種の工事実績が無い場合の理由書は、決算後の変更届に添付する

ことになってます。 

 

 

 


